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 ② 各設置床レベルにおいて，観測記録の床応答スペクトルがシミュレーション解析結

果の床応答スペクトルを超えていることが確認される減衰定数の機器・配管系への

影響検討を実施した結果，概ね耐震裕度が床応答スペクトル比率以上であり，観測

記録とシミュレーション解析結果の差異に対する影響がないことを確認した。 

一部機器についても床応答スペクトル比率が耐震裕度を上回る結果となったた

め，詳細検討を行い，耐震裕度確保可能であることを確認した。 

なお，工事計画認可申請にて影響評価を実施した機器のうち，耐震安全性評価対

象機器については原子炉系（純水部）配管の FDW－13,14 が抽出された。 

経年劣化を考慮した場合，1次固有周期における観測記録の震度がシミュレーショ

ン解析の震度を上回るものの，FRS 応答比率を耐震裕度が上回っており，耐震安全性

に影響がないことを確認した。 

原子炉系（純水部）配管（FDW－13,14）の影響評価結果を表 3に，評価に用いた

原子炉建屋 EL.29.0m における観測記録とシミュレーション解析結果の床応答曲線を

図 3に示す。 

表 3 原子炉系（純水部）配管（FDW－13,14）の影響評価結果 

項目 
工事計画認可申請での評価 

（経年劣化考慮無し） 

運転延長認可申請での評価 

（経年劣化考慮有り） 

設備名称 原子炉系（純水部）配管（FDW－13,14） 

標高（EL.m） 20.3 

減衰定数（％） 2.0 

評価部位 配管本体 

応力分類 一次 

一次固有周期（秒） 0.124 0.130 

発生応力 81 104 

許容応力 229 229 

裕度 2.82 2.20 

FRS 比率*1 － 1.09*2

影響評価 影響なし 影響なし 

   *1：観測記録がシミュレーション解析結果を上回っている場合は，その応答比率を記

載し，シミュレーション解析結果が観測記録を上回っている場合は「－」を記載 

   *2：EL.20.3m については地震計が設置されていないため上階の EL.29.0m の床応答曲線

を適用 
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図 3 原子炉建屋 EL.29.0m における観測記録とシミュレーション解析結果の 

床応答スペクトル 

経年劣化を考慮しない場合の原子炉系（純水部）配管の 1次固有周期（0.124 秒）

経年劣化を考慮した場合の原子炉系（純水部）配管の 1次固有周期（0.130 秒）
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 3. 海水ポンプ室の床応答曲線及び最大応答加速度の見直しを反映した評価 

海水ポンプ室に設置される海水ポンプについては，保守性を考慮した床応答曲線（設備

評価用床応答曲線）及び最大応答加速度（1.2ZPA）にて耐震計算を実施していたが，液状

化検討対象層を考慮した地盤物性条件に基づく地震応答解析が完了したため，正規の床応

答曲線及び最大応答加速度の包絡性を確認した結果，床応答曲線は水平方向及び鉛直方向

ともに包絡性を確認できたが，最大応答加速度のうち水平方向について包絡性を確認でき

なかったことから，最大応答加速度の変更に伴う海水ポンプ基礎ボルトの腐食（全面腐食）

を考慮した耐震安全性評価の再計算が必要となった。 

(1) 影響範囲の抽出 

海水ポンプ基礎ボルトの腐食（全面腐食）を考慮した耐震安全性評価の再計算が必要

となる機器は以下のとおり。 

・残留熱除去海水系ポンプ 

・非常用ディーゼル発電機海水ポンプ 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル冷却系海水系ポンプ 

(2) 評価結果 

残留熱除去海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ

系ディーゼル冷却系海水系ポンプの再計算後の結果を含めた最大引張，せん断応力を表

4に示すとおり，再評価後の最大発生応力が許容応力を下回り耐震安全上問題ない。 

表 4 残留熱除去海水系ポンプ，非常用ディーゼル発電機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系

ディーゼル冷却系海水系ポンプの再評価に伴う最大発生応力値 

機器名 応力 

最大応答加速度

（1.2ZPA）見直し前 

最大応答加速度

（1.2ZPA）見直し後 

発生応力 許容応力 発生応力 許容応力 

残留熱除去海水系ポンプ 
引張 97*1 195 71*2 195 

せん断 16*1 150 24*1 150 

非常用ディーゼル発電機

海水ポンプ 

引張 29*1 180 26*2 180 

せん断 7*1 139 11*1 139 

高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル冷却系海水系ポン

プ 

引張 29*1 180 26*2 180 

せん断 7*1 139 11*1 139 

 *1：最大応答加速度（1.2ZPA）による得られる評価値 

 *2：機器の固有周期と基準地震動 SSの設備評価用床応答曲線を用いて算出される震度に

より得られる評価値 
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4. 残留熱除去系熱交換器，活性炭ベットの評価手法一部見直しを反映した評価 

容器（熱交換器含む）及び基礎ボルトの耐震計算を実施するにあたり，JEAG4601-1987 に

基づいて引用文献の方法（バイラードの方法）を適用している。 

しかしながら，当該文献の発行年度によって，一部係数について記載が異なることが確

認されており，容器及び基礎ボルトの計算結果に影響を及ぼす可能性があることから，工

事計画認可申請と同様に耐震安全性評価の再評価を実施した。 

また，残留熱除去系熱交換器については，環境温度を既工認で用いている 40℃にて耐震

安全性評価を実施していたが，工事計画認可申請における評価方針（50℃以下の機器につ

いては一律 50℃として評価を実施する）に合わせて，環境温度を 50℃に設定した評価を

行った。 

(1) バイラードの方法の概要及び引用文献の発行年度による記載の違い 

バイラードの方法は，胴及び脚付根部の形状からシェルパラメータγ，アタッチメン

トパラメータβを決定し，文献に記載された図を読み取ることで胴の脚付根部に発生す

る応力を算出する方法である。 

JEAG4601-1987には，表5に示すバイラードの方法の引用文献である「Wichman, K.R.et 

al. :Local Stresses in Spherical and Cylindrical Shells due to External Loadings, 

Welding Research Council bulletin, 107/ August 1965」の 1979 年版を適用すること

が記載されており，耐震安全性評価においてもこの文献年度を適用している。 

しかしながら，表5に示すとおり，当該文献のうち応力係数表（table-8）には「β1/β2」

と記載があり，発行年度による記載の違いが確認されている。 

このため，応力係数表を「β2/β1」として適用する。 

表 5 バイラードの方法に用いる引用文献の発行年版による記載の違い 

文献名 年版 

応力係数表 

（Table-8）

の記載 

備考 

Wichman,K.R.et al.:Local Stresses in 

Spherical and Cylindrical Shells due to 

External Loadings, Welding Research 

Council bulletin, 107/ August1965 

1965 β2/β1  

1979 β1/β2 JEAG4601-1987 で参照 

2002 β2/β1 JEAC4601-2015 で参照 

Wichman, K.R.et al.：Precision Equations

and Enhanced Diagrams for Local Stresses

in Spherical and Cylindrical Shells Due 

to External Loadings for Implementations

of WRC Bulletin 107,Welding Research 

Council bulletin,WRC Bulletin 537/2010 

2010 β2/β1  
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(2) 影響範囲の抽出 

耐震安全性評価の対象機器のうち，バイラードの方法を適用して評価している機器, 

対象部位及び評価結果への影響検討については表 6のとおりであり，以下の耐震安全

性評価への影響の可能性が否定できない機器及び経年劣化事象が抽出された。 

 ・残留熱除去系熱交換器－胴の腐食（全面腐食），基礎ボルトの腐食（全面腐食） 

 ・活性炭ベット－基礎ボルトの腐食（全面腐食） 

表 6 バイラードの方法を用いている機器及び評価結果への影響 

機器名 部位 経年劣化事象 
耐震安全性評価への影響検討 

結果 内容 

残留熱除去系熱交換器 

胴 

腐食（全面腐食）

有 

周囲環境温度の見直しにより剛性

が変わること、また 1979 年度の

β1/β2 により求められたばね定

数と応力係数を用いていることか

ら β2/β1 とした場合に値が変わ

り、評価結果に影響を及ぼす可能性

が否定できない。 

基礎ボルト 有 

活性炭ベット 基礎ボルト 有 

1979 年版のβ1/β2 により求めら

れたばね定数を使用しており，β2/

β1 とした場合，ばね定数が変わ

り，評価結果に影響を及ぼす可能性

が否定できない。 

排ガス後置除湿器 基礎ボルト 無 

1979 年版のβ1/β2 により求めら

れたばね定数を使用しているが，β

2/β1 とした場合でもばね定数が

変わらないため，評価結果に影響は

ない。 

排ガス再結合器 基礎ボルト 無 

β1とβ2が同値で，使用するばね

定数が変わらないため，評価結果に

影響はない。 

機器ドレン系設備クラ

ッドスラリ濃縮器 
基礎ボルト 無 

機器ドレン系設備クラ

ッドスラリ濃縮器デミ

スタ 

基礎ボルト 無 

機器ドレン系設備クラ

ッドスラリ濃縮器加熱

器 

基礎ボルト 無 

廃液濃縮器蒸発缶 基礎ボルト 無 

2002 年版のβ2/β1 により求めら

れたばね定数を使用しているため，

評価結果に影響はない。 

廃液濃縮器加熱器 基礎ボルト 無 

廃液濃縮器復水器 基礎ボルト 無 

雑固体焼却設備高周波

溶融炉設備セラミック

フィルタ 

基礎ボルト 無

雑固体焼却設備1次セラ

ミックフィルタ 
基礎ボルト 無

雑固体焼却設備2次セラ

ミックフィルタ 
基礎ボルト 無
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  (3) 再評価結果 

残留熱除去系熱交換器－胴の腐食（全面腐食），基礎ボルトの腐食（全面腐食），活性

炭ベット－基礎ボルトの腐食（全面腐食）について，適切な記載である 2002 年版の係

数を用いるとともに，残留熱除去系熱交換器の環境温度について工認同様 50℃を適用し

て再評価した結果については表 7及び 8に示すとおり，再評価後の発生応力は許容応力

を下回り耐震安全上問題ない。 

表 7 残留熱除去系熱交換器－胴の腐食（全面腐食）に対する耐震安全性評価（再評価） 

機器名 
評価 

地震力

許容

応力

状態

応力種別 

β1/β2（1979 年）に

よる評価値 

β2/β1（2002 年）に

よる再評価値 

発生応力

(MPa) 

許容応力

(MPa) 

発生応力

(MPa) 

許容応力

(MPa) 

残留熱除去系

熱交換器 

SS ⅣAS 

一次一般膜応力 67 234 67 234 

一次応力 88 351 88 351 

一次＋二次応力 193 360 193 360 

Sd ⅢAS 

一次一般膜応力 67 180 67 180 

一次応力 85 270 85 270 

一次＋二次応力 172 360 172 360 

表 8 残留熱除去系熱交換器－基礎ボルトの腐食（全面腐食），活性炭ベットの基礎ボル

トの腐食（全面腐食）に対する耐震安全性評価（再評価） 

機器名 
耐震 

重要度
応力 

β1/β2（1979 年）に

よる評価値 

β2/β1（2002 年）に

よる再評価値 

発生応力 許容応力 発生応力 許容応力

残留熱除去系熱交換器 S,重 
引張 344 488 344 475*1

せん断 85 375 85 366*1

活性炭ベット B 
引張 129 173 128 173 

せん断 15 133 15 133 

*1：残留熱除去系熱交換器の環境温度見直し（40℃→50℃）による変更 
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5. 使用済燃料乾式貯蔵容器（18～21,23,24 号機）の耐震安全性評価 

新規制基準施行前に工事計画が認可され，使用前検査を受検中であった 18～21 号機，

並びに後続の 23,24 号機についても補正工認を申請することとしたため，耐震安全性評価

を実施した。 

(1) 耐震安全性評価の対象部位の抽出 

貯蔵容器のうち 1～17 号機については，既に劣化状況評価において評価対象としてお

り，基礎ボルトの腐食（全面腐食）を考慮した耐震安全性評価を実施している。 

このため，追加となる 18～21,23,24 号機についても同一の評価を実施する。 

なお，23,24 号機については 1～15 号機と同型である。 

  (2) 耐震安全性評価結果 

追加となる貯蔵容器（18～21,23,24 号機）について，基礎ボルトの腐食（全面腐食）

を考慮した評価の結果，表 9に示すとおり発生応力は許容応力を下回り耐震安全上問題

ない。 

表 9 貯蔵容器の基礎ボルトの腐食（全面腐食）に対する耐震安全性評価 

機器名称 

（下線部が追加となる貯蔵容器） 

耐震 

重要度 
荷重種別

発生応力 

（MPa） 

許容応力 

（MPa） 

貯蔵容器（1～15号機,23,24 号機）*1 S 
引張 203 261 

せん断 232 340 

貯蔵容器（16,17 号機） S 
引張 187 440 

せん断 117 341 

貯蔵容器（18～21号機） S 
引張 192 444 

せん断 114 341 

*1：劣化状況評価（耐震安全性評価）の記載対象を示す 
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Ｖ-2-6-2-1 制御棒の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

  本計算書は，制御棒の耐震性について示すものである。 

  地震時において制御棒に要求されるのは，制御棒の挿入機能の確保である。 

制御棒の挿入機能の確保については，原子力発電所耐震設計技術指針重要度分類・許容

応力編（ＪＥＡＧ ４６０１・補－1984）にしたがって，地震時における制御棒の挿入性

についての検討を行い，基準地震動ＳＳに対し制御棒の挿入性が確保されることを試験に

より確認する。 

 制御棒の挿入機能確保に必要な形状を維持するための構造部材は，シース，ハンドル，

タイロッド，落下速度リミッタであり，制御棒挿入試験により挿入機能が確認される。 

 なお，ボロンカーバイド型制御棒の運転寿命は，核的寿命，機械的寿命のうち核的寿命

によって定まる。 

 ボロンカーバイド型制御棒のボロンカーバイド粉末を充填した中性子吸収棒について

は，中性子照射によるガス等の発生に伴い中性子吸収棒の内圧が上昇するが，寿命末期に

おいて中性子吸収棒の変形は生じない。 

 以上より，制御棒の寿命中において中性子吸収材によるシースの変形はないことから，

制御棒の挿入性に影響を与えることはない。 
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

制御棒の構造計画を表 2－1 に示す。 

表 2－1 構造計画 

主 要 区 分 

計 画 の 概 要 

概 略 構 造 図 
基礎・支持構造 主体構造 

１．制御材 

（１）制御棒 

制御棒は，カップリング

ソケットにより制御棒 

駆動機構に支持される。

十字形制御棒 

2
 

制御棒

カップリングソケット

制御棒駆動機構

カップリングソケット
の結合状態
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3. 燃料集合体の地震応答解析 

燃料集合体の地震応答解析は圧力容器内部構造物の一部として実施している。

設計用地震波としては，基準地震動ＳＳを採用している。 

応答解析は，時刻歴応答解析法を適用して建屋のＮ－Ｓ，Ｅ－Ｗ両方について実施して

いる。 

燃料集合体の計算された最大応答相対変位を図 3－1 に示すが，最大応答相対変位は 

16.8 mm となる。 
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図 3－1 燃料集合体最大応答相対変位 
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4. 制御棒の挿入性試験 

4.1 試験装置 

試験装置の概要を図 4－1 に示す。試験装置は炉心を模擬するために，試験容器内に 

上部格子板，燃料集合体，制御棒案内管を据え付け，下部に制御棒駆動機構ハウジング

を接続している。 

試験用機器仕様の概要を表 4－1 に示す。燃料集合体の質量を模擬するため，燃料ペレ

ットに鉛を使用している。制御棒＊及び制御棒駆動機構等の供試体は実機仕様である。 

試験に用いた計測装置の概要を図 4－2 に示す。 

注記＊：制御棒はフォロワ付で実施しているが，制御棒の質量が増加する分， 

挿入時間は増す方向であり，試験としては安全側である。 

4.2 試験方法 

試験条件を表 4－2 に示す。 

図 4－1 に示す試験容器内に 4 体の質量模擬燃料集合体を組み込んで，試験容器中央部

に設けられている油圧加振機により試験容器を介して燃料集合体を強制加振し，スクラ

ム試験を実施した。 

試験では，燃料集合体の相対変位（振幅）及び制御棒の挿入時間を測定した。 

4.3 試験結果 

図 4－3 に燃料集合体相対変位と 90 ％ストロークスクラム時間の関係を示す。 

これによると，燃料集合体の相対変位が約 40 mm においても，90 ％ストロークスクラ

ム 時間が 3.5 秒以内である。 

なお，制御棒挿入試験後において制御棒の外観に有意な変化はなかった。 
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表 4－1 試験用機器仕様の概要 

試 験 用 機 器 仕 様 の 概 要 

燃料集合体   質量模擬燃料集合体 

   質量模擬のため，燃料ペレットに 

    鉛を使用 

制 御 棒 実機仕様＊

燃料支持金具 実機仕様 

制御棒案内管 実機仕様 

制御棒駆動機構 実機仕様 

水圧制御ユニット 実機仕様 

油圧加振機 加振力   ：水平 2.5×105 N 

ストローク ：±100 ㎜ 

注記＊：制御棒はフォロワ付で実施しているが，制御棒の質量が 

増加する分，挿入時間は増す方向であり，試験としては 

安全側である。 
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表 4－2 試験条件 

項  目 条    件 

温  度   室 温 

圧  力 常 圧＊

加 振 条 件 

加振方向  ：水平方向 

                        加振方向 

加振振幅  ：燃料集合体の最大振幅が 

            0～40 mm の範囲 

加振振動数：約 5～6 Hz（燃料集合体の 

水中固有振動数相当） 

加振波形  ：正弦波 

スクラム開始時 

の制御棒位置 

全引き抜き状態 

           注記＊：アキュムレータ圧力の調整により原子炉定格圧力 

                  （6.93 MPa[gage]）時のスクラムを模擬 
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図 4－1    試験装置の概要
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図 4－2    計測装置の概要 

記録計データ収録装置

CRD 位置信号

質量模擬燃料

集合体変位信号

制御棒駆動機構
位置信号
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図 4－3 燃料集合体相対変位のスクラム時間に及ぼす影響 
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5. 検討結果 

燃料集合体の地震応答解析の結果，燃料集合体の最大応答相対変位は図 3－1 に示した

ように 40 mm 以下である。 

また，制御棒挿入試験の結果より，燃料集合体の相対変位が約 40 mm においても，通

常のスクラム仕様値 90 ％ストローク 3.5 秒以内であり，試験後において制御棒の外観

に有意な変化がないことが確認された。 

したがって，基準地震動ＳＳによる最大相対変位に対し制御棒の挿入性と健全性は確

保される。 
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Ⅴ-2-3-3-1 燃料集合体の耐震性についての計算書 

添付資料－2 
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1. 概  要 

本計算書は，燃料集合体の耐震性について示すものである。 

地震時において燃料集合体に要求されるのは，制御棒の挿入機能の確保及び崩壊

熱除去可能な形状の維持である。 

制御棒の挿入機能の確保については，原子力発電所耐震設計技術指針重要度分類・

許容応力編（JEAG4601・補-1984）に従って，地震時における制御棒の挿入性につい

ての検討を行い，基準地震動ＳＳに対し制御棒の挿入性が確保されることを試験によ

り確認する。 

崩壊熱除去可能な形状の維持については，燃料集合体を支持している炉心支持構

造物が耐震設計上の重要度分類Ｓクラスで設計されており，その支持機能は地震時

においても維持されるので，崩壊熱除去可能な形状は維持されると考えられる。燃

料被覆管自体の損傷は必ずしも崩壊熱除去可能な形状の喪失を意味するわけではな

いが，ここではさらに，参考として燃料被覆管の地震時応力を簡易弾性解析によっ

て求める。 
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2. 基本方針 

2.1 構造の説明 

燃料集合体の構造計画を表 2-1 に示す。 

表 2-1 燃料集合体の構造計画 

主要区分 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

燃料集合体 炉 心 は 十 字 型 制

御 棒 と そ れ を 囲

む 4 体の燃料集合

体を 1 ユニットと

して構成される。

燃 料 集 合 体 の 下

部 は 下 部 タ イ プ

レ ー ト の 着 座 面

が 炉 心 支 持 板 上

の 燃 料 支 持 金 具

に 嵌 合 し て 支 持

され，上部はユニ

ッ ト を 構 成 す る

燃 料 集 合 体 と と

も に 上 部 炉 心 格

子 板 内 で 水 平 方

向に支持される。

上 下 部 タ イ プ レ

ート，スペーサ，

ウ ォ ー タ ロ ッ ド

及 び タ イ ロ ッ ド

は 結 合 又 は 支 持

に よ り 骨 格 を 形

成する。4 体の燃

料 集 合 体 の 外 側

に は め た チ ャ ン

ネ ル ボ ッ ク ス の

外 面 が 制 御 棒 の

通路を構成する。

９×９燃料（Ａ

型）の燃料集合

体は 74 本の燃

料棒と 2本のウ

ォ ー タ ロ ッ ド

を，９×９燃料

（Ｂ型）の燃料

集合体は 72 本

の燃料棒と 1本

の ウ ォ ー タ チ

ャンネルを，そ

れぞれ 9×9 の

正 方 格 子 に 配

列して 7個のス

ペ ー サ に よ り

束ね，それらの

上 下 端 が 上 部

タ イ プ レ ー ト

及 び 下 部 タ イ

プ レ ー ト と 嵌

合 す る こ と に

よ り 形 成 さ れ

る。 

燃 料 集 合 体 を

炉 心 に 装 荷 す

る際には，外側

に は チ ャ ン ネ

ル ボ ッ ク ス を

はめる。 

炉心支持板

燃料集合体

制御棒

燃料支持金具

上部炉心格子板

チャンネル

ボックス

上部タイプレート 

ウォータロッド 

チャンネルボックス

燃料棒

タイロッド 

スペーサ

下部タイプレート 

下部タイプレート 
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制御棒の構造計画の詳細は「Ⅴ-2-6-2-1 制御棒の耐震性についての計算書」に

示されている。 

2.2 評価方針 

地震時において燃料集合体に要求されるのは，制御棒の挿入機能の確保及び崩

壊熱除去可能な形状の維持である。 

制御棒の地震時挿入性の評価については，炉心を模擬した実物大の部分モデル

による加振時制御棒挿入試験結果から挿入機能に支障を与えない最大燃料集合体

変位を求め，地震応答解析から求めた燃料集合体変位がその最大燃料集合体変位

を下回ることを確認する。 

崩壊熱除去可能な形状の維持については，燃料集合体を支持している炉心支持構造

物の支持機能が維持されれば，崩壊熱除去可能な形状は維持されると考えられる。燃

料被覆管自体の損傷は必ずしも崩壊熱除去可能な形状の喪失を意味するわけではない

が，参考として燃料被覆管の地震時応力を簡易弾性解析によって求める。燃料被覆管

の地震時応力は，運転時（通常運転時又は運転時の異常な過渡変化時）に燃料被覆管

に作用している荷重と地震力を組み合わせて評価する。また，運転中に燃料に生じる

燃料被覆管の腐食等の照射の影響を考慮して，燃料被覆管の地震時応力を求めている。

燃料集合体の耐震評価の方法は，平成 14 年 7 月 1 日付け平成 14･05･16 原第 3 号に

て認可された工事計画の実績に基づいている。
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3. 燃料集合体の地震応答解析 

燃料集合体の地震応答解析は原子炉圧力容器内部構造物の一部として実施されており，

この詳細は「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物並びに原子炉本

体の基礎の地震応答計算書」に示されている。燃料集合体の剛性はチャンネルボックス

により支配され，燃料集合体の質量は燃料タイプによらず同等であることから，燃料集

合体の地震応答は燃料タイプによらず，この燃料集合体の地震応答解析結果が適用可

能である。設計用地震波としては，基準地震動ＳＳを採用している。 

応答解析は，時刻歴応答解析法を適用して建屋のＮＳ，ＥＷ両方について実施してい

る。 

計算された燃料集合体の最大応答相対変位を図 3-1 に示すが，最大応答相対変位は約

11.1 mm となる。また，燃料集合体の最大応答加速度を図 3-2 及び図 3-3 に示すが，

最大応答加速度は，水平方向で 13.2 m/s2，鉛直方向で 8.07 m/s2 となる。 

図 3-1(1) 燃料集合体最大応答相対変位（ＮＳ方向） 
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図 3-1(2) 燃料集合体最大応答相対変位（ＥＷ方向） 

図 3-2(1) 燃料集合体最大応答加速度（ＮＳ方向） 
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図 3-2(2) 燃料集合体最大応答加速度（ＥＷ方向） 

図 3-3 燃料集合体最大応答加速度（鉛直方向） 
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Ss-22 Ss-31EL.(m)

9.13

8.34

9.56

10.5

10.1

8.45

6.41

9.19

4.82

5.14

7.24

6.18

3.42

6.02

5.66

4.28

3.93

4.56

4.29

4.05

3.77

5.14

4.59

4.28

4.75

4.31

4.16

4.07

5.01

3.29

3.65

3.77

3.15

2.77

3.32

10.1

5.41

5.95

7.02

6.32

4.52

5.35

10.2

7.78

8.05

8.35

7.25

5.75

6.65

7.97

9.42

10.5

10.8

10.4

9.31

7.70

上部格子板

炉心支持板

燃料集合体中央

燃料集合体

29.503

28.845

28.188

27.531

26.874

26.217

25.559

Ss-D1 Ss-11 Ss-12 Ss-13 Ss-14 Ss-21 Ss-22 Ss-31 備 考

0.0 4.0 8.0 12.0

加速度(m/s2)

(単位：m/s2)

Ss-D1 Ss-11 Ss-12

Ss-13 Ss-14 Ss-21

Ss-22 Ss-31EL.(m)

6.63

6.63

6.62

6.61

6.59

6.57

6.54

6.51

6.51

6.50

6.47

6.43

6.38

6.32

5.92

5.92

5.91

5.90

5.87

5.85

5.81

6.12

6.11

6.10

6.08

6.04

6.01

5.96

4.21

4.20

4.19

4.17

4.15

4.15

4.15

8.08

8.07

8.05

8.01

7.97

7.91

7.84

7.56

7.56

7.55

7.53

7.50

7.46

7.42

2.37

2.37

2.37

2.36

2.36

2.35

2.34

上部格子板

炉心支持板

燃料集合体中央
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4. 地震時の制御棒挿入性試験検討 

4.1 検討方法 

地震時における制御棒挿入性についての検討方法は，工事計画認可申請書添付書類

「Ⅴ-2-6-2-1 制御棒の耐震性についての計算書」にてその詳細を示す。 

4.2 検討結果 

工事計画認可申請書添付書類「Ⅴ-2-6-2-1 制御棒の耐震性についての計算書」に

示すとおり，制御棒挿入試験の結果，燃料集合体の相対変位が約 40 mm において

も，通常のスクラム仕様値 90 %ストローク 3.5 秒以内であり，検査後において制

御棒の外観に優位な変化がないことが確認された。 

したがって，基準地震動ＳＳによる最大相対変位に対し制御棒の挿入性と健全

性は確保される。 
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5. 地震時の燃料集合体の応力評価 

5.1 燃料集合体の応力評価に用いる地震加速度 

地震時における燃料被覆管の応力評価では，3 章に記載した基準地震動ＳＳよ

りも大きな加速度として，燃料集合体に作用する水平地震加速度は 20 m/s2 を，

鉛直地震加速度は 12 m/s2 を用いる。 

5.2 地震時の応力評価の方法 

地震時における燃料被覆管の応力評価は，簡易弾性解析によりせん断歪エネル

ギ説（von Mises 理論）に基づき相当応力（一次応力の値）を求め，原子力発電

所耐震設計技術指針（JEAG4601-1991 追補版）で定められた許容応力 0.7 Su（Su：

引張強さ）に対する相当応力の比（設計比）を評価する。許容応力は，被覆管の

温度及び照射の影響を考慮した値を用いる。 

本手法は，平成 14 年 7 月 1 日付け平成 14･05･16 原第 3 号にて認可された工事計

画の実績に基づいている。 

(1) 応力の計算 

応力計算は，通常運転時または，過渡時の応力に地震により発生する応力

を加え合せて三軸方向（半径方向，円周方向及び軸方向）について解析し，

それらより相当応力を計算する。 

(2) 発生応力 

９×９燃料（Ａ型）については， 

通常運転時及び過渡時に発生する応力として， 

・内外圧力差に基づく応力 

・水力振動に基づく応力 

・楕円度に基づく応力 

・膨張スプリングの圧縮力に基づく応力 

を考慮する。 

さらに地震時には，水平地震加速度により発生する応力として， 

・燃料棒のたわみに基づく応力 

鉛直地震加速度により発生する応力として， 

・鉛直地震加速度に基づく応力 

を考慮する。 

９×９燃料（Ｂ型）については， 

通常運転時及び過渡時に発生する応力として， 

・冷却材による外圧及び燃料要素内圧によって生じる応力 

・燃料被覆管楕円度による曲げ応力 
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・流力振動による応力 

を考慮する。 

さらに地震時には，水平地震加速度及び鉛直地震加速度により発生する応力

として， 

・支持格子間のたわみに基づく応力 

を考慮する。 

発生する応力の計算式及び計算式で使用した記号の説明を９×９燃料（Ａ

型）については表 5-1 及び表 5-2 に，９×９燃料（Ｂ型）については表 5-3

及び表 5-4 に示す。 

(3) 設計比の評価 

設計比の評価では，燃料被覆管温度，燃料棒内圧，炉心条件，燃料棒寸法

及び許容応力の統計的分布を考慮し，モンテカルロ法により統計評価を行う。

ここで，燃料被覆管温度，燃料棒内圧については，燃料棒熱・機械設計コー

ドによる解析結果を用いる。 

モンテカルロ法による評価では，１回の試行ごとに乱数を用い，統計的分

布に従い設定される入力条件から１つの設計比が得られる。この試行を繰り

返すことにより設計比の統計的分布を求め，設計比の 95 %確率上限値が１以

下であることをもって，燃料集合体の耐震性を確認する。 

5.3 検討内容 

燃料集合体を支持している炉心支持構造物は，地震時にもその支持機能は維持

されるので，崩壊熱除去可能な形状は維持されると考えられる。ここではさらに，

基準地震動Ｓ Ｓによる地震力並びに静的地震力に対し崩壊熱除去可能な形状が

維持されることを確認するため，参考として燃料被覆管の地震時応力を簡易弾性

解析によって求めたところ，設計比の 95 %確率上限値が 1 を下回る結果を得た。 

地震時における水平地震加速度及び鉛直地震加速度を考慮した応力評価の結

果を，設計比（95 %確率上限値）が最大となるスペーサ間について表 5-5 に示

す。 

5.4 検討結果 

設計比が最大となるのは寿命初期であり，水平地震加速度及び鉛直地震加速度

を考慮した場合でもその値は 0.37 である。 














